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学齢児を持つ保護者の相談ニーズに関する調査研究

香野毅事1.大石啓文事2・田代篤*3.坂間多加志*3

A Research on Consulting Needs for Parents of School Aged Children 
KONO Takeshi， OISHI Hirofumi， T ASHIRO Atsushi， SAKAMA Takashi 

Abstract 

This study investigated about consulting needs of parents by Questionnaire method， whose children enroll at an elementary 

school， a middle school， special suppoはclassand special support school. Mainly出isQuestiorinaire was con:figured of 

parent's trouble and anxiety about their children and consulting actual condition. Study targets were 1389 parents. As a result， 

the contents ofparent's trouble and anxiety about their children were clari:fied. Their :first choice as consulting partner w出

合iendsand their 伽nily.On the other hand， parents with many troubles didn't con胞ctconsulting p訂加ernecessarily. We 

consider that the consultant should have pint of view about family support and skills of counseling. The region should 

prep町 ethe places and human resources to contact easily. 

キーワード:相談ニーズ学齢児を持つ保護者小中学校特別支援学級特別支援学校

I はじめに

学齢児を持つ保護者の抱える悩みは多岐にわたる。例

えば不登校はその代表であり、平成 20年度学校基本調

査によれば、小学校で約 O.拐、中学校で約 3覧の児童生

徒が不登校状態にあるという(文部科学省， 2008)。そ

して不登校は、単に学校への登校の有無だけではなく、

心理的な問題や生活習慣の問題と密接に関連している。

中村ら (2010)の調査によれば、不登校傾向の子どもに

は活力低下やイライラ感、疲労倦怠感などが高い割合で

認められている。また近年、子どもの発達障害が注目さ

れ、発達に関する悩みを抱える保護者も少なくない。こ

れらの問題は単一的としてではなく、複合的な問題とし

て捉えることが求められている(帯藤， 2011)。

一方では、少子化や核家族化などを背景に子育て環境

は変化してきている。そのなかで子育て不安を抱く保護

者の存在や育児に関する相談相手がいないことが指摘

されている(荒牧他， 2004)。地域における支援では、

複合的な問題の実態把握とそれへの相談体制の整備が

求められてくる。

そこで本研究では、学齢児を持つ保護者が持っている

子どもについての悩みや心配事の内容とこれらの悩み

等に関する相談実態を調査することで、保護者の持って

いる相談ニーズを明らかにする。この調査はF圏域自立

支援協議会こども部会(以下、こども部会)と香野研究

室が共同で実施したものである。 F圏域とは、静岡県東

部地区にあるふたつの市(あわせて人口 37万人)を指

す。このこども部会は、教育委員会、圏域内の特別支援
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学校、障害福祉課、児童関連事業所などの関係団体から

構成されており、これまで相談支援体制の構築や連携を

検討してきた。そのなかで、保護者の子育てにおける悩

みや相談支援のあり方等を把握することが課題として

あがり、香野研究室との共同で本調査を実施することと

なった。

E 方法

1 対象

F圏域にある小学校8校、中学校6校、小中学校の特

別支援学級(以下、支援学級)10学級、県立特別支援学

校(知肢併置校) (以下、支援学校) 1校に児童生徒が

在籍する保護者 1389名である。対象学校の選定にあた

っては、 F圏域内から大規模校と小規模校、市街地とそ

れ以外が含まれるよう考慮、した。支援学級については、

対象となった小中学校に設置されている支援学級すべ

てである。対象とした児童生徒の学年は通常学級は小学

校1・3・5年と中学校 1・3年、支援学級は小中学校の 9

学年すべて、支援学校は小中学部の 9学年である。

2 手続き

まずこども部会の設置者である県の健康福祉部より

課長名で、両市の教育長および学校長に調査を依頼した。

次に、こども部会長名で、各学校を通じて保護者へ質問

紙を配布した。回収は各学校で行い、その回収された質

問紙を香野研究室に集約し、分析を行った。

3 調査内容

調査内容は 7つで、全 74項目である。概要は以下の通

りである。

① 子どもの年齢と性別およびきょうだい数

② 回答者(父親、母親、祖父母、その他)
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③ 子どもについてのs悩みや心配事

生活習慣、学校・進路、友人関係、健康・医療の4つの

領域について、選択肢となる項目をあげ、複数可の選択を

求めた。

(1)生活習慣:く早寝・早起き〉く過眠・不眠〉く身支度・

衛生><食事マナー・偏食〉く服薬管理〉く金銭管理〉く

留守番〉く外出・買い物〉く携帯等の端末機の利用〉くパ

ソコンやゲームの利用〉く家農学習・宿題〉く非行・暴力

〉くその他〉く特になし〉

(2)学校・進路:く学習態度》く学力〉く運動・体力〉く

部活動〉く教師との関係〉く不登校・登校しぶり〉く進学

〉く就職〉くその他〉く特になし〉

(3)友人関係:く友人との付き合い方〉く特定の友人がし、

ない〉く遊びの内容〉くいじめ〉くその他〉く特になし

〉

(4)健康・医療:く身体の病気〉くこころの病気〉く発達

の遅れやその疑い>くその他><特になし〉

④ 家族に関する悩みや1[;者己事について

以下の選択肢となる項目をあげ、複数可の選択を求めた。

<家族の身体の病気〉く家族のこころの病気〉くきょう

だいの問題〉く家族問の不和><家族の介護〉くご家庭

の経済的不安><近隣との不和〉くその他>く特になし

〉

⑤相談の有無と意思

「子育て上の悩みや心配事を相談していますか」と尋ね、

「しているjを選択した人は次の設問へ、 「していない・

したいと思うがしていなしリを選択した人にはその理由を

自由言謎で尋ねた。

⑥相談相手の実態:⑤の質問で r(相談)しているj と

選択した人に以下の選択肢から、その相談先を複数可で選

択を求めた。

相談相手・機関:く祖父母等の親族〉く友人・知人><子

育てサークル等〉く学校の先生><民生委員・児童委員〉

くかかりつけの病院等〉く子育て支援施設>くファミリ

ーサポートセンター〉く家庭児童相談所><子育て担当

以外の市役所窓口〉く児童相続庁〉く福祉施設・福祉相談

支援事業所><女性相談・男性相談>くその他〉

⑦最後に子育ての環境や支援に関しての意見を書くた

めの自由記述の項目を設けた。

4 調査期間

小中学校と支援学級は 2014年8月下旬から 10月上旬、

支援学校は2015年1月に実施した。

直結果

質問紙の総配布数は1456枚、回答数は1389枚(回収率

95.4'覧)であった。回答者の子どもの学年一覧を表 lに示

す。また回答者の内訳は、父親が 82名、母親が 1276名、

祖父母を含むその他が31名で、あった。

2 

表1回答者数

小中学校 支援学級

小1 215 小学校 71 
小3 204 中学校 21 

小5 227 支援学校

中1 222 小学部 140 
中3 219 中学部 70 

1 子どもについての悩みや，乙、配事

小学校、中学校、支援学級、支援学校の4つのグ、ループ

について、 4つの領域ごとに選択の多かった項目をまとめ

る。()内の数字は各グループにおいて選択した人数の割

合である。

小学校の生活習慣では、 1位はく家庭学習・宿題〉で263

名(41粉、2位はくパソコンやゲームの利用〉で211名(33粉、

3位はく食事マナー・偏食>で177名(27'首)、 4位はく早寝・

早起き〉く身支度・衛生>で134名(21国)で、あった。

小学校の学校・進路では、l位はく学力〉で290名(45'弘)、

2位はく運動・体力>で135名(21拡)、 3位はく学習態度〉

で128名(2側、 4位はく進学〉で49名(邸)であった。

小学校の友人関係では、 1位はく友人との付き合い方〉

で242名(37粉、2位はく特定の友人がいなし、>で57名(鍬)、

3位はく遊びの内容〉で50名(邸)であった。く特になし〉

が約半数の338名(52払川、た。

小学校の健康・監療では、 1位はく発達の遅れやその疑

い〉で53名(邸)、 2位は<身体の病気〉で46名(7粉、 3

位はくその他〉で12名(2'弘)である。く特になし〉が498

名(77覧)であった。

中学校の生活習慣では、 1位は<家庭学習・宿題〉で208

名(47覧)、2位はくパソコンやゲームの利用〉で138名(3邸入

第3位はく携帯等の端末機の利用〉で121名(27覧)、4位は

く早寝・早起き〉で84名(19見)、 5位はく食事マナー・偏

食〉で50名(11見)であった。

中学校の学校・進路では、1位は<学力〉で226名(51粉、

2位はく進学〉で 149名(34'出)、 3位はく学習態度〉で72

名(16略)、 4位はく運動・体力〉で42名(10略)で、あった。

中学校の友人関係では、 1位はく友人との付き合い方〉

で122名(28粉、 2位はく遊びの内容〉で27名(6'出)、 3位

はくいじめ〉で26名(6覧)であった。く特になし〉が272

名(62覧)し、た。

中学校の健康・医療では、<身体の病気〉とく心の病気

〉がそれぞれ33名(7粉、く発達の遅れやその疑い〉が9

名(2覧)であり、く特になし〉が346名(78略)であった。

支援学級の生活習慣では、 1位はく家庭学習・宿題>で

41名(45湖、 2位はく身支度・衛生〉で39名(42粉、 3位は

<早寝・早起き>で27名(2'鍬)、 4位はくパソコンやゲー

ムの利用〉で25名(27粉、 5位は<食事マナー・偏食〉で

24名(26'見)で、あった。

支援学級の学校・進路では、l位はく学力〉で54名(59略)、

2位はく運動・体力〉とく就職〉が同数で33名(36覧)、 4
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位はく進学>で29名(包括)、 5位はく学習態度〉で21名

(23覧)で、あった。

支援学級の友人関係、では、 l位はく友人との付き合い方

〉で48名(52幅)、 2位はく特定の友人がし、ない〉で33名

(36則、 3位はく遊びの内容〉で17名(18弘)で、あった。

支援学級の健康・医療では、 1位はく発達の遅れやその疑

い〉で53名(58覧)、 2位はく身体の病気>で 17名(18則、 3

位はくこころの病気〉で8名(9紛で、あった。

支援学校の生活習慣では、 1位はく身支度・衛生〉で134

名(64弘)、 2位はく外出・買い物〉で 105名(50同)、 3位は

く食事マナー・偏食〉で 102名(49紛、 4位はく金銭管理〉

で67名(32刻、 5位は<留守番〉で55名(26'出)で、あった。

支援学校の学校・進路では、1位はく就職〉で119名(57話)、

2位はく学力〉で70名(33覧)、 3位はく運動・体力〉で59

名(28覧)、 4位はく学習態度〉で39名(19覧)、 5位はく進学

〉で34名(16'見)であった。
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支援学校の友人関係では、 I位はく特定の友人がし、ない

〉で83名(38粉、 2位はく友人との付き合い方>で68名

(32粉、 3位は<遊びの内容〉で42名(20見)であった。

支援学校の健康・医療では、 l位はく発達の遅れやその

疑い〉で102名(49覧)、2位はく身体の病気〉で75名(36粉、

3位はくその他〉で44名(21覧)、 4位はく心の病気〉で22

名 (10弘)であったo

2 家族に関する悩みや，乙、配事

家族に関する悩みや心配事について各学年と、支援学級、

支援学校ごとに平均回答数を図 1に示す。全体の傾向とし

ては、特になしが最も多く、次に経済的不安が悩みとして

は多かったo 支援学級において家族の心身の病気や経済的

不安が多く、支援学校、支援学級ともきょうだいのことの

回答が多かったo
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図1 家族に関する悩みや心配事

3 相談の実態

相談の有無と意，思について各学年と、支援学級、

支援学校ごとに回答割合を図 2に示す。それぞれの

対象において r(相談)しているJが 8慨程度であ

った。また r(相談)したいと患うがしていないJ

がそれぞれに 1側程度あった。

4 相談相手の実態

r (相談)しているj と選択した人の相談先につい

て、各学年と、支援学級、支援学校ごとに平均回答

数を図 3 に示す。相談相手としては、祖父母など

の親族と友人知人がいずれも多い傾向にあった。支

援学級と支援学校においては、学校の先生や医療機

関も相談相手として多く回答される傾向にあった。

3 

5 子どもについての悩みや心配事の多い保護者の

相談実態

子どもについての悩みや心配事の多い保護者の相

談実態を明らかにするために、子どもに関する悩み

の数の多い上位 1/4の回答者(以下、 High群)とそれ

以外の回答者(以下、その他群)に分け、相談実態

く相談している><相談したいと思っているがして

いない〉く相談していない>について、各学校種で

カイ二乗検定による群間比較を行った(表 2)。

小学校においては相談実態に群間で有意差はみら

れなかった。中学校においては、 High群はその他に

較べてく相談している〉と回答した者が有意に少な

く、く相談したいと思っているがしていない〉が有

意に多かった。支援学級においては、<相談してい

る〉とく相談していない〉には有意差はなく、 High
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群はその他に較べてく相談したいと思っているがし

ていない〉が有意に多かった。支援学校においては、

く相談している〉と<相談したいと思っているがし

ていない〉には有意差はなく、 High群はその他に較

べてく相談していない〉が有意に少なかった。

子どもについて悩みを多く抱えていることが、相

談実態に反映されているとはいえない結果となった。

とりわけ中学校において High群の方が相談してい

なかった。中学校と支援学級においてはHigh群にお

いてく相談したいと思っているがしていない〉も多

い結果となった。
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6 子どもの発達の遅れを選択した保護者の相談実

態

発達の遅れを選択した保護者の相談実態を明らか

にするために、小中学校の保護者でく発達の遅れや

その疑い〉を選択した回答者(以下、あり群)と選

択していない回答者(以下、なし群)に分け、相談

ニーズのく相談している〉く相談したいと，思ってい

るがしていない><相談していない〉について、各

校種でカイ二乗検定による群間比較を行った(表3)。

小学校においては相談実態に群簡で有意差はみら

れなかった。中学校においては、 High群はその他に

較べてく相談したいと思っているがしていない〉が

有意に多かった。

この結果より、発達の遅れやその疑いを選択した

保護者が、相談していない実態が明らかiこなった。

小学校ではあり群でく相談していない〉と回答した

保護者もいた。

4 



学齢児を持つ保護者の相談ニーズに関する調査研究

表2 悩みの多い保護者の相誠実態

相談している
i相談山捕がして

いない
相談していない

小学校

175 19 17 

その他群 346 28 52 

中学校

91マ 25 .4‘ 18 

その他群 243 A 7マ 39 

支援学級

20 9 .4‘ 
。

その他群 57 10 '1 7 

支援学校

65 9 1'1 

その他群 160 18 22 A 

表3 発達の遅れを選択した保護者の相談実態

相談している
|栢設したい出がしてい l

ない
相談していない

小学校

44 6 

なし群 476 41 

中学校

6 3企

なし群 327 29マ

7 子どもについての悩みや心配事の多い保護者の

特徴

子どもについての悩みや心配事の多い保護者の特

徴を明らかにするために、く子どもについての悩み

や心配事〉の回答数とく家族に関する悩みや心配事

〉の回答数を用いて、小学校、中学校、支援学級、

支援学校それぞれについて 2変数間の棺関係数を求

めた。その結果、それぞれ.311. 327 .262 .354 

となり、いずれも脱水準で、有意で、あった。つまり子

どもについての悩みや心配事の数と家族に関する悩

みの数が正の相関関係を示す結果となった。

8 相談していない保護者の自由記述

相談の有無の質問において「していない・したい

と思うがしていなしリを選択した人にその理由を自

由記述で求めた。自由記述には f相手がいないJrど
こに相談すればよし、か分からないJ r誰が信用でき~

るか分からなしリといった相談相手、機関の不在や

分からな.さに関する記述と、 fO霞がないJ r時間が

取れないJ r他にもやることがあるJといった時間

的な難しさや多忙さに関する記述が多くみられた。

5 

2 

67 

。
57 

N 考察

1 保護者の抱える悩みや心配事について

本調査より小中学校および支援学級、支援学校に

在籍する学齢児を持つ保護者が抱える悩みがどこに

あるのかが明らかになった。

まず小学校と中学校で比較しながら特徴をまとめ

る。小学校で、も中学校でも、く家庭学習・宿題〉ゃ

く学力>といった学習に関する悩みが上位にあった。

中学校ではそこにく進学〉が加わり、やはり学習面

に関する意識が高いことが伺われた。また友人関係、

で、中学校に入るとくいじめ>が加わってきた点が

特徴的であった。<発達の遅れやその疑い〉は小学

校では側、中学校では舗であった。文部科学省によ

る小中学校を対象にした調査 (2012) によれば、通

常学級に在籍する発達障害の可能性のある児童生徒

の推定値が小学校よりも中学校において数値が減少

する結果を示している。文部科学省の諦査は教員が

回答し、本調査では保護者が回答しているが、数値

の推移傾向としては同様の結果となった。一方、く

心の病気〉については中学校において、 7覧とやや上

昇傾向となっている。薄田ら (2004)によれば、小

中学生の抑うつ傾向が中学 I年から上昇することを



香野毅・大石啓文・田代篤・坂間多加志

指摘している。本調査の結果からも、保護者が中学

校に入った時期から、心理的な不調について悩みを

抱えることが増えてくることが伺われる。

支援学級について小中学校と比較すると、まず全

体的に悩みや心配として選択した項目が多くみられ

る傾向にあった。それは生活習慣、学校・進路、友

人関係、健康・医療のすべての領域にわたっていた。

生活領域では、<身支度・衛生〉ゃく早寝・早起き

><食事マナー・偏食〉が特に支援学級に多い傾向

にあった。学校・進路ではく学力〉に加え、く運動・

体力><就職><進学>も高い傾向にあった。特に、

中学卒業段階で進路の選択肢が限られている支援学

級の生徒にとっては、く就職〉とく進学〉が心配事

としてあげられたと考えることができる。また友人

関係においてく特定の友人がいない〉も上位にあげ

られており、少点数クラスであることや、部活等の

制限があることなどが関係していると考えられる。

支援学校においては、やはり小中学校と比較する

と選択された項目そのものが多い傾向にあった。そ

れは支援学級の保護者と同様に生活習慣、学校・進

路、友人関係、健康・医療のすべての領域にわたっ

ていた。生活習慣では、く金銭管理〉とく留守番〉

が支援学校に特徴的な回答であった。学校・進路で

はく就職〉がもっとも多く選択されていた。今回の

調査では、高等部の生徒を持つ保護者を対象として

いないが、高等部卒業後の生活を見据えた選択と考

えることができる。小中学部の子どもをもっ保護者

にとっても、卒業後の生活を思い描くことは容易で

はなく、結果に反映されたものと考える。友人関係

ではく特定の友人がいない>が上位にあり、社会的

な関係の少なさがうかがわれる。

2 相談実態について

図2より、約 8割の保護者は悩みや心配事につい

て相談をしていた。また図 3より、その相談相手は

祖父母などの親族と友人知人が多数であり、支援学

級と支援学校においては、学校の先生や医療機関も

相談相手となっていた。上村 (2010)は、大学の相

談室を利用した発達障害のある幼児児童生徒を持つ

保護者に、望む相談体制について面接調査を行って

いる。そこでも保護者が子どもの学校生活に悩んだ

ときの相談相手としては、家族と親戚が最も多かっ

た。また高橋 (2010)は発達障害児の母親へ、地域

支援の課題を明らかにする目的でアンケート調査を

実施している。そこでも母親が悩んでいるときにも

っとも支えになったのは家族であり、家族以外では

同じ立場の母親と回答されている。本調査の結果も

同様であり、保護者が悩みや心配事を抱えたとき、

相談相手としては家族、親族と友人知人が一次的に

選ばれるといえる。一方、高倉・山田 (2007)の調

6 

査では、 「頼りになった相談先はどこですかj とい

う聞い方で、幼児期の保護者に調査を行っている。

そこでの結果は医療機関や療育機関が、友人・知人

よりも多く回答されている。つまり一次的な相談相

手としては家族や友人が選択されているが、悩みや

心配事が深刻な場合にはやはり専門機関等が一定の

役割を果たしているのかもしれない。

また子どもについての悩みや心配事の多い保護者

が、より相談をしているという結果ではなかった。

子どもについて悩みがあることが、そのまま相談行

動に反映する訳ではないことは注目すべき結果であ

る。また子どもの発達の遅れやその疑いを選択した

保護者が、必ずしも相談していない実態も明らかに

なった。子どもの発達の遅れに関しては、学校の先

生、医療機関、福祉関係、児童相談関係とその相談

や対応の窓口は各地域に整えられえている。しかし

高橋 (2010)の調査からも、発達障害児の保護者は、

発達の課題を発見された後に、家族の理解というプ

ロセスを経て、複数の相談機関とつながることにな

る。いわば相談の入口の敷居は高く、ここを超える

ことが課題といえる。子どもについての悩みや心配

事を抱えている保護者、とりわけ発達の遅れに悩み

を持っている保護者をし、かに相談につなげていくか

は重要な課題である。

3 相談へつなげるために

子どもについての悩みや心配事の多い保護者の特

徴として、家族についての悩み事が多いということ

が明らかになった。つまり保護者は子どもに関する

ことだけでなく、同居する家族の心身の健康、きょ

うだいに関すること、経済的な問題など多岐にわた

る問題を抱えている可能性が推察される。このこと

は自由記述に書かれた f暇がないJ r時間が取れな

いJ r他にもやることがあるj にその心情があらわ

れている。相談者や支援者には、子どものことだけ

を切り取ってみるのではなく、家族全体の機能性に

着目する視点が必要がある。そもそも子どもの育ち

の基盤としての家庭が一定程度の機能性を発揮しな

ければ、子どもの育ちの支援は難しい。家族をひと

つの有機体として捉え、時にはソーシャルワーク的

な役割も加えながら、相談支援に臨むことが求めら

れるだろう。

また三田村 (2011)は発達障害児の保護者と教師

の間の相談や依頼といったコミュニケーションにつ

いて、実態調査を行っている。その結果、保護者と

教師はそれぞれ機会の増加と質の向上を期待してい

るが、一方ではコミュニケーションに困難を感じ、

「言いたしナことを言えなしリ経験を持っていた。本

調査の対象となった保護者も、どこかの時期や機関

で、教師や保育士、保健師、心理士などに相談した



学齢児を持つ保護者の相談ニーズに関する調査研究

経験を持っているかもしれないが、そこで相談する

ことの図難さもあわせて経験しているのかもしれな

い。自由記述には「相手がし、なしリ 「どこに相談す

ればよし、か分からなしリ 「誰が信用できるか分から

ないJといった相談相手、機関の不在や分からなさ

に関する記述もみられた。相談を受ける側には、そ

の一回の相談を有効に機能させ、継続させていくス

キノレの向上が求められるだろう。

ところで保護者は一次的な相談者として、家族や

友人を選択していた。高畑 (2014)は幼稚園の子育

て相談を利用した保護者へのインタピ、ュー調査から、

保護者の相談プロセスを整理している。子育て相談

を望む保護者は、ママ友や担任を入口に、圏内の子

育て相談者、さらに必要に応じて外部の相談機関へ

と進んでいた。この結果から「気軽な相談者Jの層

を多層化することと「敷居の低い子育て相談Jを用

意していくことの必要性を提案している。それは例

えば幼稚園内にいる相談役割の教諭である。 r気軽

な相談者Jや「敷居の低い子育て相談j のポイント

は、子どもと生活の場や時間を共有していることで

あろう。子どもを共に見ていてくれているという安

心感や子どもの生活の場で相談ができることは保護

者にとって相談しやすさにつながると考える。 F圏

域における相談支援体制の整備に関しでも、子ども

や保護者と生活を共に過ごしながら、あるいはそこ

に参加しながら、相談も受けることができる人材の

養成が課題といえるだろう。
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